
　高齢者は、自分の生活の

中で様々な行動や判断をし

ています。その中には①食

事、着替え、入浴、服薬、日用

品や食材の購入②財産の管

理、預貯金の引き出し、介護

サービスや入院の契約－－

などがあります。

　認知症になって判断力が

衰えると、要介護認定を受

けて、介護サービスを利用

することができます。しか

し、介護サービスで生活上

必要なことすべてをカバー

しているわけではありませ

ん。支援してくれるのは、

食事など①のことです。

　一方、財産管理など②の

ことを代理でやってくれる

のが後見人です。②には本

人の意思表示が必要です。

判断力がなくなると、後見

制度を使わなければ、家族

でも代行できません。

　老後の安心のためには、

介護と後見の両方の制度が

必要になってくるのです。

　後見制度には、任意後見

と法定後見の２つのタイプ

があります。大まかに言う

と、「認知症になったらど

うしよう」という不安に対

応するのが任意後見、認知

症になって困った時に選ぶ

のが法定後見です。

　任意後見では、判断力が

しっかりしている内に、だ

れを後見人にし、なにを代

理でやってもらうか自分で

決めて、契約しておきます。

そして、判断力が十分では

なくなった時、契約してい

た事をやってもらいます。

　契約によって代理権を与

えるのが任意後見の最大の

特徴です。法定後見で代理

権を与えるのは法律です。

　任意後見では、法定後見

と違って、後見人に知らな

い人がなることはありませ

ん。また、代理権を、自分の

望む範囲に設定できます。

　一方、任意後見人には、

法定後見人と違って同意権

・取消権はなく、本人が後

見人の同意なく財産を処分

してしまっても取り消す権

限がありません。

　任意後見人になってもら

う人（任意後見受任者）を

選びます。資格は必要なく、

一部の例外を除くと、成人

であれば、だれでもなるこ

とができます。子供でも、

孫でも、きょうだいでも、

友人でもかまいません。1人

でも複数でもOKです。

　親族や友人で適任者がい

なければ専門職に依頼しま

す。士業者なら、行政書士、

司法書士、弁護士などです。

後見人の養成や指導監督を

行う士業者団体から紹介を

受ける方法があります。

　また、個人だけではなく、

社会福祉法人やNPO法人と

いった法人も任意後見人に

なることができます。

　本人と受任者が話し合

い、財産の管理や生活面の

手配に関して、なにを委任

するのか決めます。これは

契約書に付ける代理権目録

に反映させます。

　代理権目録の標準的な書

式を日本公証人連合会が公

表しています。委任する内

容を考える上で参考になり

ます。必要な項目は加筆し、

不要な項目は削除します。

　契約の内容は、本人と受

任者の合意があれば、法律

に反しない限り、自由に決

めることができます。

　契約が発効するのは判断

力が不十分になった後のこ

とですので、それまでのこ

とも考えておきます。

　普段から会って話してい

ないと、健康状態や判断力

の変化を把握できません。

判断力はあっても、体が不

自由になり、財産管理がで

きなくなる心配もありま

す。亡くなった後の事務手

続きも気がかりです。

　こうした心配に対応する

契約として、見守り契約、

財産管理等委任契約、死後

事務委任契約（＊左の別稿）

があり、任意後見契約と合

わせて締結するケースがあ

ります。自分に必要かどう

か検討してみましょう。

　2025年には65歳以上の５人に１人が認知症になると予想され

ています。本人の判断力がなくなると、家族でも法律的にでき

なくなることが出てきます。「認知症になったらどうしよう」。

近くに頼れる家族がいない方にとっても、いる方にとっても、

心配な問題です。今回の「基礎からわかる」では、こうした不

安を解消する任意後見制度について解説します。

■見守り契約

　定期的に連絡や訪問をして健

康状態や生活状況に変化がない

か確認します。主に、任意後見

をスタートさせる時期を判断す

るための契約です。介護や医療

に関する手配、消費者トラブル

への対応などについても契約で

定める場合があります。

■財産管理等委任契約

　判断力はあるけれど、病気や

高齢で体が不自由になったと

き、信頼できる人に財産管理や

契約に関する代理権を与えま

す。委任を受けた人は、預貯金の

払戻し、年金の受領、家賃や公共

料金の支払い、医療・介護契約な

どで代理権を行使します。

■死後事務委任契約

　本人が亡くなった後の手続き

について、代理権を与える契約

です。死後事務としては、役所

への届け、葬儀・埋葬の手配、

介護・医療費の支払い、介護施

設・賃貸住宅の明け渡しなどが

あります。



　本人と任意後見受任者の

契約は公正証書にします。

公正証書にしなければ任意

後見契約は無効です。公正

証書は、証拠としての力が

強い書面です。裁判官経験

者など法律に詳しい公務員

である公証人という人が作

成します。

　本人と受任者が話し合

い、契約の内容がある程度

固まったら、公証人がいる

公証役場に連絡し、面接の

予約を取ります。面接での

相談の後、公証人が代理権

目録付きの公正証書案を作

成します。これについて、

本人と受任者が改めて内容

に過不足がないか協議し、

修正したいことがあれば公

証人に伝えます。

　最終案ができたら、本人

と受任者が公証役場に行

き、署名捺印して公正証書

が完成します。

　必要な書類は、本人と受

任者の印鑑登録証明書、住

民票などです。本人につい

て医師の診断書が求められ

る場合もあります。

　任意後見契約の内容は東

京法務局が管理している特

別なファイルに登記されま

す。同法務局には公証人が

通知しますので、本人が届

出する必要はありません。

　公正証書作成の手数料は

１万1000円です。このほか

法務局に納める印紙代2600

円、登記嘱託手数料1400円

などがかかります。専門職

に依頼する場合は、別途費

用が発生します。

　本人の判断力が不十分な

状態になると、家庭裁判所

に任意後見監督人の選任を

申立て、選任されると任意

後見が開始します。選任さ

れていない状態で開始する

ことはありません。

　任意後見監督人の仕事

は、後見人の後見事務を監

督することです。申立てで

きるのは、本人、配偶者、

４親等内の親族、任意後見

受任者です。ひ孫、おいめ

い、いとこは４親等内です。

　裁判所によっては、本人

が監督人になってほしい人

を推薦することができま

す。しかし、その人が選ば

れるとは限らず、専門職が

選ばれるケースがありま

す。後見人に近い親族は監

督人になれません。

　申立ては、本人の住所地

を管轄する家庭裁判所に行

います。必要な書類は、申

立書、成年後見用の診断書、

任意後見契約公正証書コピ

ー、財産目録などです。

　申立てにかかる費用は、

申立手数料が800円、登記手

数料が1400円で、収入印紙

を購入します。数千円の郵

便切手も必要です。原則、

医師による鑑定は不要です

が、鑑定する場合は費用が

かかります。

　任意後見人は、本人の健

康状態や生活に気を配り、

任意後見監督人と相談しな

がら、契約していた代理の

仕事を実行します。

　仕事としては、財産管理

面では、預貯金の払戻し、

自宅の管理など、手続き面

では、病院の入院や介護サ

ービスに関する契約などを

行います。

　任意後見が始まったら、

まず、財産目録と収支予定

表を作成し、1か月以内に監

督人に提出します。財産目

録には、不動産、預貯金、

株式、生命保険など財産の

すべてを記載します。収支

予定表には、年金などの収

入、生活費・住居費などの

支出の月額、収支の年間の

合計額を記入します。

　監督人に対する報告は、

通常３、４か月に１回程度

のペースで行います。報告

では、預貯金通帳のコピー、

10万円を超える支出の領収

書なども提出します。介護

施設に入居した場合など収

支が大きく変わるときは、

収支予定表も提出します。

　金融機関には届出書を出

します。届出には、任意後

見人であることを証明する

「登記事項証明書」が必要

です。各地の法務局本局の

窓口で申請するか、東京法

務局に郵送で申請します。

　お金については、現金で

は管理しないのが基本で

す。預貯金は本人名義か

「（本人名）任意後見人〇〇」

名義の口座で管理し、自分

の財産との混同しないよう

にします。額にかかわらず

領収書を保管することが大

切です。

　支出は、本人のためのも

のに限られます。日常生活

費、介護費用、税金などは支

出が認められますが、親族

への贈与や貸付は認められ

ません。慶弔費は常識的な

額なら支出できます。

　重要な財産を処分すると

きは、事前に監督人に相談

します。不動産の売却・賃

貸借設定、生命保険の解約

などがこれに該当します。
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